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95 － 新ＥＵパック旅行指令第 2015/2302 号の条文（髙橋）
－ 122 －
　2014 年３月 12 日に欧州議会は、第１読会においてその見解を決定し、その際
にパック旅行指令のためのＥＵ委員会提案における 132 の改正を承認した。し
かし、その後、欧州議会の選挙が行われ、2014 年５月 23 日に選出された新たな
欧州議会は、同年 11 月に前任者が再選の対象でなかったので新しい報告者とし
て Birgit Collin-Langen(PRE/DE)を指名した。
　2014 年 12 月４日に閣僚理事会（競争力）は、議長が欧州議会との交渉開始の
全権を勤める一般的な開催を承認した（Dok.16054/14）。
　2015 年２月４日、３月 22 日、４月 22 日及び５月５日にこの交渉の枠内で４
回の非公式なＥＵ委員会、欧州議会、閣僚理事会による３者会談 Trilogが行わ
れた。５月５日の３者会談の枠内で、欧州議会と閣僚理事会議長はさまざまな
利益を適切に考慮した総合妥協法案に対する仮合意に達した。2015 年５月 28 日
の会議で、閣僚理事会（競争力）は、こうした事情を考慮して、公文書 8969/15





ＥＧ規則第 2006/2004 号及び指令第 2011/83/ＥＵ号の改正に関する、並びに閣僚
理事会指令 90/314/EWG指令の廃止に関する、欧州議会及び閣僚理事会のＥＵ指
令第 2015/　号）。表決はＥＵレベルでの立法手続きの終了である（立法手続き
については、ＥＵ機能条約第 289 条、第 294 条参照）。なお、「リンクされた旅
行給付」は、英文では「リンクされた旅行手配 linked travel arrangements」とさ
れている。
　その後、この新ＥＵパック旅行指令は、2015 年 11 月 25 日に欧州議会及び閣
僚理事会により作成され、2015 年 12 月 11 日付のＥＵ官報でＥＵ指令第
2015/2302 号として公示され、2016 年１月１日から施行された。新指令は、第
28 条により 2018 年１月１日までに加盟各国で国内法化され、加盟各国の国内化




























た提供商品 Paketangebotに関するものである。それゆえ、旅行社 Reisebuero に








































































（Prof. Ernst Fuehrich, Reiserecht-Newsletter, 31.Oktober.2015）
ich danke herzlich Herrn Prof. Dr. Ernst Fuehrich, der mir erlaubt hat, sein "Reiserecht-
Newsletter Oktober 2015" ins Japanische zu uebersetzen und im Hiroshima Law Journal 
(Hiroshima University) zu veroeffentlichen. Prof. Hiroshi Takahashi
新指令の仮訳
パック旅行及びリンクされた旅行給付 verbundene Reiseleistungen に関する、
欧州議会及び閣僚理事会のＥＧ規則第 /号及びＥＵ指令第 /号
の改正に関する、並びに閣僚理事会指令 //EWG 指令の廃止に関する、









































































　　c）　 レンタカー、欧州議会及び閣僚理事会のＥＧ指令第 2007/46 号第３条第










































































10． 　「居住地 Niederlassung」とは、ＥＧ指令第 2006/123 号第４条第５項の規定
の意味の居住地を言う。




































































83 － 新ＥＵパック旅行指令第 2015/2302 号の条文（髙橋）
－ 134 －













































　　　ⅰ）　 第 13 条の規定により、契約に含まれている全旅行給付の適切な履
行につき責任を負う旨の言及、及び

























































































































































































































































Ｇ規則第 261/2004 号、ＥＧ規則第 1371/2007 号、ＥＧ規則第 392/2009 号、Ｅ








































































は旅客運送をもカバーする。第 17 条第１項第２段、第 17 条第２項乃至第５
項及び第18 条の規定が準用される。










































































　第 条　ＥＧ規則第 /号及びＥＵ指令 /号の改正
（1）　ＥＧ規則第 2006/2004 号の付録の第５号は、以下の文言となる。すなわち、
　　  「５．欧州議会及び閣僚理事会のＥＵ指令第 2015/2302 号」
（2）　 ＥＵ指令第 2011/83 号の第３条第３項ｇの規定は、以下の文言となる。す
なわち、
　　  「（g）　 欧州議会及び閣僚理事会のＥＵ指令第 2015/2302 号の第３条第２号
の規定の意味でのパック旅行に関して。
　　　　  　 本指令の第６条第７項、第８条第２項及び第６項、第 19 条、第 21
条及び第 22 条の規定は、ＥＵ指令第 2015/2302 号の第３条第６号の
規定の意味での旅行者に関連して同指令第 2015/2302 号の第３条第
２号の規定の意味でのパック旅行に準用される。


































　　第５条第１項第１段 ａ，ｃ，ｄ　　　    （第５条１項第２段及び第２項、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第６条第１項、第 11 条第２項）
　　第 11 条第２項第１段 ｂ　　　　　　　   （第 11 条第５項）
　　第 13 条第１項第２段　　　　　　　　　（第 15 条第１段第１文、第 20 条、第 22 条）
　　第 13 条第５項第３段　　　　　　　　　（第 13 条第６項）
　　第 13 条第６項中の第１段及び第２段　　（第 13 条第６項第３段）
　　第 17 条第１項第２段　　　　　　　　　（第 19 条第１項）
　＊２　 第 26 条には項がないので、第 26 条第 3段の「第 1項及び第 2項による報告」
は「第 1段及び第 2段による報告」と思われるが、原文通り、すべて項のまま
にした。
　＊３　 付録Ⅰ～Ⅲは省略した。
